
整理番号
■ 総合計画（後期基本計画）

１ 関連する個別計画

２ 施策目的（何を対象にどのような状態にしたいのか・どのような状態に持っていきたいのか）

３ 目標値など

（H17） （H20） （現状）

街路の整備率 28.5％ H15 34.8％ H20 34.8％ H23 40.0％ H26

都市公園の供用面積 16.4ha H15 23.6ha H20 22.1ha H23 30.1ha H26

（現状）

なし

14 59 11 48 50 57 58 19 22 24 68 69 78 # 80

４ 評価結果一覧

1

2

1

1

2

５．今後の施策展開について

2 農業振興地域の適
正な土地利用の推進 他施策（農林業の振興）を構成する事業で実施している。

計
46,190 48,126

(47,580)

3 森林の保全
他施策（農林業の振興）を構成する事業で実施している。

1 都市計画の推進

A
現状維
持指定管理による都市公園の維持管理(峰山途中ケ丘公園、峰山総合公園、八丁浜ｼｰｻｲﾄﾞﾊﾟｰｸ)

C 拡大
実施体制・先行事例の調査のため近年地籍調査事業を開始・再開した自治体を視察 (205)

－ － 1単費
内部
管理

－ －
195 205 国規

定
－

地籍調査事業 都市計画・建築住宅課4 保全と開発の調
和

1単費 － － － － －
45,551 46,853

義務 －
(46,853)

指定管理施設運営事業 都市計画・建築住宅課

施策方針 事務事業

事業内容（実績） 担当課

29

適正な土地利用の推進

うるおい安全都市 所管部局長の氏名

川戸 孝和

所管部局

建設部

施 策 評 価 調 書

施策名

政策名

①

Ⅵ

H23決算額 H24予算額

（一般財源）

施策
目的

－

関与必要性

A
現状維
持

1

施策評価結果

市規
定

府・
一部

内部
管理

－ －

施 策
貢献度

今後の
方向性説明数値

都市計画総務一般経費 都市計画・建築住宅課

(522)

事務事業評価結果

－

財政
負担

事業
種別

対象
実施
手法

予算額（単位：千円）

単独
事業

含む
都市計画業務の推進及び都市計画審議会の運営経費

根拠
法令

444 1,068

備考

なし

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間

都市計画の推進

No. 施策目的 関連する施策方針

1 適正な土地利用の規制・誘導を図り、適切に開発をコントロールを行い安心・安全で快適な市民生活を確保する。
1 都市計画の推進

4 保全と開発の調和

個別
計画

2 都市公園の維持管理を適正に行うことで、都市としての魅力や活力を高め、快適な市民生活の場を提供する。 1

総合
計画

めざす目標
指標名 総合計画作成時

適切な市街地の形成を図ります

年度

計画策定時 H23年度実績値 目標
個別計画名称 指標名 説明・備考

年度年度 年度

後期基本計画作成時 H23年度実績値 目標

年度年度 年度 （H26）

財源が減少していく
中で、効率的・効果
的に施策を推進する
ために、どのように施
策展開を図っていく
のか

No. 歳出抑制の考え方

1 指定管理施設運営事業において、運営方法や運営内容を精査し、見直しを検討する。

補完・代替措置などがある場合は、その内容

ＡＣＴＩＯＮ

ＤＯ ＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮ
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01

Ⅵ ①

① ②

○ 都市計画審議会委員報酬・費用弁償

第7回都市計画審議会

委員報酬 4千円×13人×1回

○ 職員旅費（普通旅費）

○ 都市計画関連書籍ほか事務用品

○ 都市計画広報紙（第10回）に係る印刷製本費

21,400部（3月23日配付）

○ 都市計画区域再編（案）資料データ更新委託料

○ 職員出張に係る有料道路通行料

○ 仲町ポケットパーク用地賃借料

用地借上面積：105.59㎡

○ 都市計画関連団体会費負担金（4件）

30千円

○都市計画業務について概ね適正に実施することができた。
○都市計画の業務が増えていること及び開発協議等の件数が多いことから、より迅速な対応がで
きるよう検討する必要がある。

56千円

13千円

3千円

67千円

(社)日本公園緑地協会
近畿地方都市美協議会

全国街路事業促進協議会
京都府都市計画協会

事 業 所 管 課

08土木費

444千円

目
的

評
価
・
課
題
等

都市計画総務一般経費

建設部／都市計画・建築住宅課

150千円 74.7 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

04都市計画費 01都市計画総務費

決 算 額

うるおい安全都市

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 土地利用規制対策交付金

都市計画業務（事業）を推進する上で必要な事務経費を支出した。

96千円

85千円

94千円

都市計画業務の推進及び都市計画審議会の運営に必要な事務経費

46千円

50都市計画総務一般経費

決算書 Ｐ.268

594千円

最 終 予 算 額

適正な土地利用の推進

執 行 率(②－①)
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01

Ⅵ ①

① ②

○ 指定管理施設建物共済保険、自動車共済

○ 修繕費

遊具の修繕ほか

○ 峰山途中ケ丘公園・峰山総合公園指定管理料

○ 八丁浜シーサイドパーク指定管理料

○ 峰山途中ケ丘公園・峰山総合公園用地賃借料

用地借上面積：1,995㎡

○ 備品更新（峰山途中ケ丘公園）

折りたたみテーブル10台、パイプ椅子20脚、テント2張

（参考） 峰山都市公園利用状況

八丁浜シーサイドパーク利用状況 駐車場利用状況

202千円

122千円

指定管理施設の管理費を支出した。

○公園の維持管理を適正に実施することができた。
○峰山途中ケ丘公園の備品について毎年少しずつ更新しているが、老朽化してきている。

576千円

使用料 229千円 使用料 2,732千円

利用人数 10,541人 利用台数

301千円

峰山総合公園 28,740人 2,047千円

589千円

公有財産使用料 24千円

29,400千円

14,950千円

施設名 利用者数 利用料金

峰山途中ケ丘公園

12千円

5,463台

04公園等指定管理運営事業

決算書 Ｐ.270

45,554千円

最 終 予 算 額

適正な土地利用の推進

執 行 率(②－①)

うるおい安全都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

使用料 都市公園占用料

都市公園である峰山途中ケ丘公園、峰山総合公園及び八丁浜シーサイドパークを、市民が
快適、安心及び安全に利用できるよう適正な維持管理を行う。

29,488人

使用料

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

04都市計画費 03公園費

事 業 所 管 課

08土木費

45,551千円

目
的

評
価
・
課
題
等

指定管理施設運営事業

建設部／都市計画・建築住宅課

3千円 99.9 %

不 用 額
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01

Ⅵ ①

① ②

○ 地籍調査関係書籍

○ 視察調査に係る旅費、有料道路通行料、燃料費

視察先

京都市（平成23年8月22日）地籍調査先進地視察

京都市（平成23年9月15日）地籍調査先進地視察

東京都千代田区（平成23年11月24日）地籍調査制度個別講習

京都市（平成24年2月17日）地籍調査着手・再開推進会議

三重県尾鷲市・玉城町（平成24年3月8日～9日）地籍調査先進地視察

東京都世田谷区（平成24年3月21日）地籍調査支援システム講習

地籍調査の事業実施の準備として、近年事業を開始・再開した自治体等を視察し、
実施体制・事業事例の調査を行った。

03地籍調査事業

決算書 Ｐ.258

地籍調査の実施に向け、市役所の実施体制の研究や関係機関との協議を進める。

213千円

予 算 科 目

細 事 業 名

01土木管理費

主
な
財
源

執 行 率

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

19千円

176千円

91.5 %

基本方針 計画項目

不 用 額 (②－①)

うるおい安全都市

決 算 額

総 合 計 画

最 終 予 算 額

適正な土地利用の推進

○先行事例、関連事業の調査を実施することにより、実施体制の検討を行うことができた。
○将来の事業着手に向け、地籍調査事業制度に則った準備工程に移行する必要がある。

01土木総務費

事 業 所 管 課

08土木費

195千円

目
的

評
価
・
課
題
等

地籍調査事業

建設部／都市計画・建築住宅課

18千円
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